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１．概要 
 



 

１ 財務書類作成の目的 

現在の地方公共団体の会計は、地方自治法等の法令に基づき、単式簿記により現金の収支を

単年度で経理する現金主義の会計制度であり、それに従って歳入歳出予算書や決算書を作成し

ています。  

この方法では、どのような収入があり、それがどのように使われたかということはわかりま

すが、資産がどの程度形成されているのか、どのくらいの負債（借金）があるかなどの情報（ス

トック情報）、また現金支出以外に発生している行政コスト（減価償却費など）等を把握するこ

とはできませんでした。 

このようなことから、平成１８年５月「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され、それ

を受けて総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策

定について」により、原則として全ての地方公共団体は国の作成基準に準拠し、発生主義や複

式簿記といった企業会計的手法を取り入れ、地方公共団体全体及び関連団体等も含む連結ベー

スでの公会計の整備に取組むこととされたため、本市でも財務書類（貸借対照表・行政コスト

計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成・公表してきました。 

しかし、財務書類の作成の基準は、総務省方式改訂モデル以外にも複数あり、各地方公共団

体で作成する方式が違うことから、比較することが難しいなどの課題がありました。 

そこで、平成２６年度に総務省から統一的な基準が示され、この基準に基づく財務書類の作

成が必要となりました。このことを受け、平成２８年度決算から統一的な基準に基づく財務書

類を作成しています。 

 

貸借対照表 基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明

らかにすることを目的として作成しています。 

行政コスト計算書 会計期間中の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として作成し

ています。 

純資産変動計算書 会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決

定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の純

資産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにす

ることを目的として作成しています。 

資金収支計算書 資金収支の状態、すなわち内部者（首長、議会、補助機関等）の活動に伴

う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成し

ています。 

（統一的な基準による地方公会計マニュアル引用） 
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２ 財務書類の相互関係 

財務書類は以下のように関連しており、矢印で結ばれているところは金額が一致することを

意味しています。この４表間のつながりは複式簿記を理解する上で非常に重要であり、かつ基

本的な事項となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 総務省方式改訂モデルと統一的な基準の違い 

（１）複式簿記の導入 

総務省方式改訂モデルは決算統計データを組み替えて財務書類を作成していましたが、統

一的な基準では歳入歳出データを複式仕訳します。 

（２）固定資産台帳の整備 

総務省方式改訂モデルは必ずしも固定資産台帳の導入が前提ではありませんでしたが、統

一的な基準では固定資産台帳の整備が必須となり、これを基に資産を計上します。 

（３）地方公共団体間の比較 

総務省方式改訂モデル以外にも多数基準が存在し、団体間の比較が困難でしたが、統一的

な基準により団体間の比較が可能となります。 

 

うち

現金

預金 

     貸借対照表                 行政コスト計算書 

資産 

 

 

 

 

負債 

純資産 

 

     資金収支計算書                純資産変動計算書 

 

経常費用－経常収益 

＋ 

臨時損失－臨時利益 

＝ 

純行政コスト 

 

前年度末純資産残高 

－ 

純行政コスト 

＋ 

財源（税収等・国県等補助金）等 

＝ 

本年度末純資産残高 

収入－支出 

＝ 

本年度資金収支額 

＋ 

前年度末資金残高 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 

＝ 

本年度末現金預金残高 
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４ 財務書類の対象範囲 

一般会計等、全体会計、連結会計の３種類に区分し、財務書類を作成しています。 

（１）一般会計等・・・一般会計に公営事業会計以外の特別会計を加えたもの 

（２）全体会計・・・一般会計等に公営事業会計を加えたもの 

（３）連結会計・・・全体会計に関連団体の会計を加えたもの 

 

・一般会計 

・土地区画整理事業特別会計 

・住宅改修資金貸付事業特別会計 

・住宅新築資金貸付事業特別会計 

・宅地取得資金貸付事業特別会計 

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

・街路用地先行取得事業特別会計 

一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・駐車場管理事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・卸売市場事業特別会計 

・土地造成事業特別会計 

・漁業集落排水事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・水道事業会計 

・工業用水道事業会計 

・下水道事業会計 

 

 

公営事業会計 

・和歌山県後期高齢者医療広域連合 

・和歌山地方税回収機構 

・和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 

・公益財団法人和歌山市文化スポーツ振興財団 

・公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター 

・和歌山市清掃株式会社 

・公益財団法人和歌山地域地場産業振興センター 

・株式会社ぶらくり 

・公益社団法人和歌山市夜間・休日急患対策協会 

・一般社団法人和歌山市観光協会 

・公益社団法人和歌山市シルバー人材センター 

・社会福祉法人和歌山市社会福祉協議会 

一部事務組合・広域連合・第三セクター等 

連
結
会
計 

全
体
会
計
（
市
全
体
） 
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５ 一般会計等財務書類の概要 

（１）貸借対照表 

和歌山市が保有している資産をどのような財源（負債・純資産）で賄われているかを表す

財務書類です。 

ア 資産は主に道路や橋りょう等のインフラ資産、庁舎や学校等の事業用資産となり、これ

ら有形固定資産が全体の８２．７６％を占めています。 

イ 負債は主に地方債（固定負債の地方債と流動負債の１年内償還予定地方債）となり、全

体の８８．７６％を占めています。 

ウ これらの結果、純資産は前年に比べ６，７６７百万円増加しており、資産形成のために

充当した資産の蓄積である固定資産等形成分は４４６，７１１百万円、地方債等の負債に

より不足を補った分は１９５，７２６百万円となっています。 

 

（単位：百万円） 

【 資 産 の 部 】 30 年度末 29 年度末 増減 【負債の部】 30 年度末 29 年度末 増減 

固 定 資 産 437,815 426,321 11,494 固 定 負 債 180,098 178,711 1,387 

有形固定資産 372,950 375,668 △ 2,718 地 方 債 161,350 158,716 2,634 

事業 用資 産 165,599 164,519 1,080 退職手当引当金 18,747 19,995 △ 1,248 

インフラ資産 206,257 209,774 △ 3,517 流 動 負 債 19,534 19,447 87 

物 品 1,094 1,375 △ 281 1 年内償還予定地方債 15,838 15,878 △ 40 

無形固定資産 7 182 △ 175 未 払 金 56 0 56 

投資その他の資産 64,858 50,471 14,387 賞与等引当金 1,635 1,587 48 

投資及び出資金 60,286 45,643 14,643 預 り 金 1,033 986 47 

長期延滞債権 3,066 3,177 △ 111 そ の 他 972 997 △ 25 

長期 貸付 金 877 942 △ 65 負 債 合 計 199,631 198,158 1,473 

基 金 1,433 1,583 △ 150 【純資産の部】 30 年度末 29 年度末 増減 

徴収不能引当金 △ 804 △ 874 70 固定資産等形成分 446,711 438,966 7,745 

流 動 資 産 12,802 16,055 △ 3,253 余剰分（不足分） △ 195,726 △ 194,747 △ 979 

現 金 預 金 3,318 2,857 461     

未 収 金 588 554 34     

基 金 8,896 12,644 △ 3,748     

徴収不能引当金 0 0 0 純 資 産 合 計 250,986 244,219 6,767 

資 産 合 計 450,617 442,377 8,240 負債及び純資産合計 450,617 442,377 8,240 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 

 

- 4 -



 

（２）行政コスト計算書 

資産形成に結びつかない行政サービスにかかる費用とその対価として得た収益を対比させ

たもので、１年間の行政サービスの提供にかかる経費が受益者負担でどれほど賄われている

かを示しています。 

ア 社会保障給付、人件費、物件費などの経常費用は１３３，６８０百万円、それに対する

受益者負担である経常収益は４，６１２百万円でその差額である純経常行政コストは１２

９，０６９百万円となっています。その純経常行政コストに臨時損失と臨時収益を加えた

純行政コストは１２９，９８８百万円となっています。純行政コストは市税や地方交付税

などの税収等や国・県からの支出金で賄われます。 

 

 （単位：百万円） 

科目 金額 

経常費用 Ａ 133,680 

【業務費用】 57,118 

人件費 23,849 

物件費等 30,536 

その他の業務費用 2,733 

【移転費用】 76,562 

うち社会保障給付 44,376 

経常収益 Ｂ 4,612 

使用料及び手数料 2,708 

その他 1,903 

純経常行政コスト Ｃ（Ａ－Ｂ） 129,069 

臨時損失 Ｄ 931 

臨時利益 Ｅ 12 

純行政コスト Ｆ（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） 129,988 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したか、またどのような財源や要因で増減

したかを示しています。 

ア 平成３０年度末の純資産は２５０，９８６百万円で、１年間で６，７６７百万円増加し

ています。 

 

 （単位：百万円） 

科目 金額 

前年度末純資産残高 244,219 

純行政コスト（△） △129,988 

財源 122,686 

税収等 79,992 

国県等補助金 42,695 

無償所管換等 141 

その他 13,927 

本年度末純資産残高 250,986 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（４）資金収支計算書 

１年間における行政活動に伴う現金等の資金の流れをその性質に応じて業務活動収支、投

資活動収支、財務活動収支に分類したものです。 

ア 人件費や社会保障給付など経常的なサービスの提供に伴う支出と税収等の収入との収支

を示す業務活動収支は１，１５１百万円の収支余剰、公共施設等の整備や貸付金の貸付・

回収などの収支を示す投資活動収支は３，３０７百万円の収支不足、地方債の発行と既発

債の償還などの収支を示す財務活動収支は２，５６９百万円の収支余剰となっています。

これは、財務活動収支と業務活動収支の収支余剰が投資活動収支の収支不足に充てられて

いることを表しています。 

 

（単位：百万円）  （単位：百万円） 

【業務活動収支】  【投資活動収支】 

業 務 収 入 123,734 業 務 支 出 122,118  投 資 活 動 収 入 9,217 投 資 活 動 支 出 12,525 

税 収 等 収 入 79,945 業 務 費 用 支 出 45,556  国県等補助金収入 3,430 公共施設等整備費支出 10,084 

国県等補助金収入 39,264 人 件 費 支 出 25,049  基 金 取 崩 収 入 4,633 基金積立金支出 734 

使用料及び手数料収入 2,704 物件費等支出 17,902  貸付金元金回収収入 1,069 投資及び出資金支出 719 

そ の 他 の 収 入 1,821 支払利息支出 1,326  資 産 売 却 収 入 85 貸 付 金 支 出 988 

  その他の支出 1,280    投資活動収支② △3,307 

  移 転 費 用 支 出 76,562  （単位：百万円） 

  補助金等支出 15,592  【財務活動収支】 

  社会保障給付支出 44,376  財 務 活 動 収 入 19,496 財務活動支出 16,927 

  他会計への繰出支出 16,057  地方債発行収入 18,524 地方債償還支出 15,929 

  その他の支出 536  そ の 他 の 収 入 972 その他の支出 997 

  臨 時 支 出 465      

  業務活動収支① 1,151    財務活動収支③ 2,569 

本年度資金収支額 ①＋②＋③ 413    

前年度末資金残高 1,872    

本年度末資金残高 Ａ 2,285    

前年度末歳計外現金残高 986    

本年度歳計外現金増減額 48    

本年度末歳計外現金残高 Ｂ 1,033    

本年度末現金預金残高 Ｃ（Ａ＋Ｂ） 3,318    

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（５）一般会計等財務書類に基づく指標 

ア 住民一人当たり資産額 

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの資産額を表しています。 

住民一人当たり資産額 ＝ 
資産額（450,617 百万円） 

＝ 1.2 百万円 
人口（367,802 人） 

 

イ 住民一人当たり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの負債額を表しています。 

住民一人当たり負債額 ＝ 
負債額（199,631 百万円） 

＝ 0.5 百万円 
人口（367,802 人） 

 

ウ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を表してい

ます。耐用年数に対して資産取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。 

有形固定資産減価償却率 ＝ 

減価償却累計額 

（399,615 百万円） 

    

＝ 62.58％ 
有形固定資産 

（372,950 百万円） 

－ 土地等非償却資産 

（133,970 百万円） 

＋ 減価償却累計額 

（399,615 百万円） 

 

エ 純資産比率 

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。 

純資産比率 ＝ 
純資産額（250,986 百万円） 

＝ 55.70％ 
資産額（450,617 百万円） 

 

オ 住民一人当たりの行政コスト 

行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの行政コストを表しています。

行政活動の効率性を測定することができます。 

住民一人当たりの行政コスト ＝ 
純行政コスト（129,988 百万円） 

＝ 0.4 百万円 
人口（367,802 人） 

 

カ 行政コスト対税収等比率 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等のう

ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費やされたのかを把握することができま

す。 

行政コスト対税収等比率 ＝ 
純行政コスト（129,988 百万円） 

＝ 162.5％ 
税収等（79,992 百万円） 
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キ 受益者負担率 

行政サービスにかかる受益者負担の金額である経常収益と経常費用を比較することで、

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表しています。 

受益者負担率 ＝ 
経常収益（4,612 百万円） 

＝ 3.5％ 
経常費用（133,680 百万円） 

 

※人口は、平成３１年３月３１日現在の住民基本台帳人口３６７，８０２人で計算しています。 
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２．一般会計等財務書類 



【様式第1号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 437,815   固定負債 180,098

    有形固定資産 372,950     地方債 161,350

      事業用資産 165,599     長期未払金 -

        土地 81,481     退職手当引当金 18,747

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 253,505     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 177,082   流動負債 19,534

        工作物 9,348     １年内償還予定地方債 15,838

        工作物減価償却累計額 △ 4,957     未払金 56

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,635

        航空機 -     預り金 1,033

        航空機減価償却累計額 -     その他 972

        その他 - 負債合計 199,631

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,304   固定資産等形成分 446,711

      インフラ資産 206,257   余剰分（不足分） △ 195,726

        土地 44,213

        建物 9,524

        建物減価償却累計額 △ 6,551

        工作物 361,332

        工作物減価償却累計額 △ 207,233

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 4,972

      物品 4,886

      物品減価償却累計額 △ 3,792

    無形固定資産 7

      ソフトウェア 7

      その他 -

    投資その他の資産 64,858

      投資及び出資金 60,286

        有価証券 66

        出資金 60,220

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 3,066

      長期貸付金 877

      基金 1,433

        減債基金 -

        その他 1,433

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 804

  流動資産 12,802

    現金預金 3,318

    未収金 588

    短期貸付金 -

    基金 8,896

      財政調整基金 7,307

      減債基金 1,589

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 0 純資産合計 250,986

資産合計 450,617 負債及び純資産合計 450,617

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 133,680

    業務費用 57,118

      人件費 23,849

        職員給与費 19,637

        賞与等引当金繰入額 1,635

        退職手当引当金繰入額 426

        その他 2,150

      物件費等 30,536

        物件費 16,128

        維持補修費 1,801

        減価償却費 12,608

        その他 -

      その他の業務費用 2,733

        支払利息 1,326

        徴収不能引当金繰入額 127

        その他 1,280

    移転費用 76,562

      補助金等 15,592

      社会保障給付 44,376

      他会計への繰出金 16,057

      その他 536

  経常収益 4,612

    使用料及び手数料 2,708

    その他 1,903

純経常行政コスト 129,069

  臨時損失 931

    災害復旧事業費 465

    資産除売却損 466

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 129,988

    その他 -

  臨時利益 12

    資産売却益 12
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【様式第3号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 244,219 438,966 △ 194,747

  純行政コスト（△） △ 129,988 △ 129,988

  財源 122,686 122,686

    税収等 79,992 79,992

    国県等補助金 42,695 42,695

  本年度差額 △ 7,301 △ 7,301

  固定資産等の変動（内部変動） △ 6,323 6,323

    有形固定資産等の増加 12,824 △ 12,824

    有形固定資産等の減少 △ 15,858 15,858

    貸付金・基金等の増加 862 △ 862

    貸付金・基金等の減少 △ 4,150 4,150

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 141 141

  その他 13,927 13,927 -

  本年度純資産変動額 6,767 7,746 △ 979

本年度末純資産残高 250,986 446,711 △ 195,726

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 122,118

    業務費用支出 45,556

      人件費支出 25,049

      物件費等支出 17,902

      支払利息支出 1,326

      その他の支出 1,280

    移転費用支出 76,562

      補助金等支出 15,592

      社会保障給付支出 44,376

      他会計への繰出支出 16,057

      その他の支出 536

  業務収入 123,734

    税収等収入 79,945

    国県等補助金収入 39,264

    使用料及び手数料収入 2,704

    その他の収入 1,821

  臨時支出 465

    災害復旧事業費支出 465

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,151

【投資活動収支】

  投資活動支出 12,525

    公共施設等整備費支出 10,084

    基金積立金支出 734

    投資及び出資金支出 719

    貸付金支出 988

    その他の支出 -

  投資活動収入 9,217

    国県等補助金収入 3,430

    基金取崩収入 4,633

    貸付金元金回収収入 1,069

    資産売却収入 85

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 3,307

【財務活動収支】

  財務活動支出 16,927

    地方債償還支出 15,929

    その他の支出 997

  財務活動収入 19,496

    地方債発行収入 18,524

前年度末歳計外現金残高 986

本年度歳計外現金増減額 48

本年度末歳計外現金残高 1,033

本年度末現金預金残高 3,318

    その他の収入 972

財務活動収支 2,569

本年度資金収支額 413

前年度末資金残高 1,872

本年度末資金残高 2,285
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一般会計等財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー

ス料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品については、取得価額が５０万円以上（美術品は３００万円以上）の場合に資産とし

て計上しています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 

該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理事業特別会計 

住宅改修資金貸付事業特別会計 

住宅新築資金貸付事業特別会計 

宅地取得資金貸付事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

街路用地先行取得事業特別会計 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとお

りです。 

実質赤字比率 － 

連結実質赤字比率 － 

実質公債費比率 １１．７％ 

将来負担比率 １１８．２％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 ２２，５５４百万円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

繰越明許費 １３，９７７百万円 

事業繰越額 １４０百万円 

（２）貸借対照表にかかる事項 

① 減債基金に係る積立不足の有無 
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積立不足はありません。 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額 １４８，８８５百万円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次のとお

りです。 

標準財政規模 ７９，０３４百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 １０，９６２百万円 

将来負担額 ２８５，９５７百万円 

充当可能基金額 １２，４８５百万円 

特定財源見込額 ４４，１０７百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 １４８，８８５百万円 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

該当する事項はありません。 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金、基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計金額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 △４，７２９百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

（単位：百万円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 １５３，０２１ １５０，９６７ 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 １，６２２ ２，３６３ 

繰越金に伴う差額 △１，８７２ － 

繰上充用金に伴う差額 ９７２ － 

内部取引消去 △１，２９６ △１，２９６ 

資金収支計算書 １５２，４４７ １５２，０３４ 

上記の歳入歳出決算書は一般会計を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は一

般会計等を対象としているため、一部の特別会計の分だけ相違します。 

繰越金は、歳入歳出決算書では収入として計上しますが、統一的な基準による地方公会

計では計上しないため、その分だけ相違します。 

繰上充用金は、歳入歳出決算書では計上しませんが、資金収支計算書は計上するため、

その分だけ相違します。 

会計間の内部取引を相殺消去しているため、その分だけ相違します。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 
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資金収支計算書 

業務活動収支 １，１５１百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入 ３，４３０百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少） ３，３６７百万円 

減価償却費 △１２，６０８百万円 

賞与等引当金繰入額 △１，６３５百万円 

退職手当引当金繰入額 △４２６百万円 

徴収不能引当金繰入額 △１２７百万円 

資産除売却益（損） △４５４百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 △７，３０１百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 ３１，０６０百万円 

一時借入金に係る利子額 ０百万円 

⑤ 重要な非資金取引 

該当する事項はありません。 
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5
,
1
1
3

1
3
,
8
1
7

6
,
3
6
5

7
7
2
,
5
6
5

3
9
9
,
6
1
5

1
2
,
4
3
2

3
7
2
,
9
5
0

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

一
般
会
計
等
附
属
明
細
書
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②
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

そ
の
他

合
計

事
業
用
資
産

2
2,

3
3
7

67
,
00

2
12

,4
81

11
,8

79
3,

27
6

4,
85
1

43
,4
91

28
2

16
5,
59
9

　
土
地

1,
8
1
4

37
,
65

1
3,

12
8

1,
01

0
2,

53
8

63
3

34
,4
24

28
2

81
,4
81

　
立
木
竹

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
建
物

1
9,

8
3
6

27
,
54

9
8,

77
6

9,
10

2
73

6
2,
85
1

7,
57
3

0
76
,4
23

　
工
作
物

7
8
04

0
1,

76
1

0
1,
36
2

45
7

0
4,
39
1

　
船
舶

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
航
空
機

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
建
設
仮
勘
定

68
1

9
99

57
7

5
2

4
1,
03
7

0
3,
30
4

イ
ン
フ
ラ
資
産

2
0
3,

8
3
4

0
0

57
1,

83
6

0
49
4

35
20
6,
25
7

　
土
地

4
3,

6
9
3

0
0

0
0

0
48
4

35
44
,2
13

　
建
物

2,
9
1
6

0
0

57
0

0
0

0
2,
97
3

　
工
作
物

1
5
2,

2
6
3

0
0

0
1,

83
6

0
0

0
15
4,
09
9

　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
建
設
仮
勘
定

4,
9
6
2

0
0

0
0

0
10

0
4,
97
2

物
品

1
1

6
22

12
2

22
47
1

44
0

0
1,
09
5

合
計

2
2
6,

1
8
2

67
,
00

8
12

,5
03

12
,0

58
5,

13
4

5,
32
2

44
,4
25

31
8

37
2,
95
0

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
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③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

百
万

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
Ａ

）

資
産

（
Ｂ

）
負

債
（

Ｃ
）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
－

（
Ｃ

）
（

Ｄ
）

資
本

金
（

Ｅ
）

出
資

割
合

（
％

）
（

Ａ
）

／
（

Ｅ
）

（
Ｆ

）

実
質

価
額

（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
Ｈ

）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

和
歌

山
市

水
道

局
 
水

道
事

業
会

計
3
5
,
3
0
0

9
8
,
0
5
5

6
1
,
2
9
4

3
6
,
7
6
1

3
5
,
3
0
0

1
0
0
.
0
0
%

3
6
,
7
6
1

0

和
歌

山
市

水
道

局
 
工

業
用

水
道

事
業

会
計

1
1
,
0
5
6

2
1
,
5
2
5

9
,
4
1
7

1
2
,
1
0
8

1
1
,
0
5
6

1
0
0
.
0
0
%

1
2
,
1
0
8

0

和
歌

山
市

水
道

局
 
下

水
道

事
業

会
計

1
2
,
8
3
6

1
9
9
,
9
6
2

1
7
7
,
3
1
5

2
2
,
6
4
7

1
2
,
8
3
6

1
0
0
.
0
0
%

2
2
,
6
4
7

0

（
公

財
）

和
歌

山
市

文
化

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

1
0

5
6
9

4
4
1

1
2
8

1
0

1
0
0
.
0
0
%

1
2
8

0
1
0

和
歌

山
市

清
掃

（
株

）
1
1

5
7
2

9
6

4
7
6

1
1

1
0
0
.
0
0
%

4
7
6

0

（
公
財
）
和
歌
山
市
中
小
企

業
勤
労
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

3
5

2
0
2

4
0

1
6
2

6
9

5
0
.
7
2
%

8
2

0
3
5

（
公

財
）

和
歌

山
地

域
地

場
産

業
振

興
セ

ン
タ

ー
5

3
9

2
4

1
5

1
5

3
3
.
3
3
%

5
0

5

（
株

）
ぶ

ら
く

り
3

1
2

1
1
1

1
2

2
5
.
2
1
%

3
0

3

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

以
外

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

百
万

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
Ａ

）
資

産
（

Ｂ
）

負
債

（
Ｃ

）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
－

（
Ｃ

）
（

Ｄ
）

資
本

金
（

Ｅ
）

出
資

割
合

（
％

）
（

Ａ
）

／
（

Ｅ
）

（
Ｆ

）

実
質

価
額

（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）

強
制

評
価

減
（

Ｈ
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
3

2
4
,
5
8
9
,
1
9
9

2
4
,
2
9
4
,
0
0
8

2
9
5
,
1
9
1

1
6
,
6
0
2

0
.
1
4
%

4
0
2

0
2
3

2
3

（
株

）
和

歌
山

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

ビ
ル

デ
ィ

ン
グ

9
1
,
2
7
0

1
,
0
9
3

1
7
7

7
5

1
1
.
6
7
%

2
1

0
9

9

和
歌

山
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

（
株

）
2
0

1
2
,
9
2
5

2
,
3
1
1

1
0
,
6
1
4

1
,
0
0
0

2
.
0
0
%

2
1
2

0
2
0

2
0

和
歌

山
県

信
用

保
証

協
会

7
2
0

2
5
4
,
6
5
9

2
3
0
,
5
6
9

2
4
,
0
9
0

7
,
2
9
3

9
.
8
7
%

2
,
3
7
7

0
7
2
0

7
2
0

和
歌

山
県

農
業

信
用

基
金

協
会

3
1
3
1
,
6
5
4

1
2
3
,
2
1
6

8
,
4
3
8

7
,
1
9
7

0
.
0
5
%

4
0

3
3

全
国

漁
業

信
用

基
金

協
会

1
1
6
7
,
2
5
4

1
3
3
,
9
1
1

3
3
,
3
4
3

2
2
,
5
1
8

0
.
0
1
%

2
0

1
1

（
一

財
）

和
歌

山
県

建
築

住
宅

防
災

セ
ン

タ
ー

2
2
6
7

6
6

2
0
1

3
0

5
.
0
0
%

1
0

0
2

2

（
一

財
）

和
歌

山
環

境
保

全
公

社
2
0

4
,
4
8
4

1
0
6

4
,
3
7
8

1
0
0

2
0
.
0
0
%

8
7
6

0
2
0

2
0

大
阪

湾
広

域
臨

海
環

境
整

備
セ

ン
タ

ー
4

4
3
,
2
5
7

2
8
,
2
8
1

1
4
,
9
7
6

1
3
7

3
.
0
4
%

4
5
5

0
4

4

和
歌

山
社

会
経

済
研

究
所

1
5

7
8
6

2
7
8
4

7
0
0

2
.
1
4
%

1
7

0
1
5

1
5

（
一

財
）

太
平

洋
戦

全
国

空
爆

犠
牲

者
慰

霊
協

会
0

2
2

0
2
2

2
3

1
.
3
0
%

0
0

0
0

（
公

財
）

和
歌

山
県

栽
培

漁
業

協
会

0
1
,
4
3
0

6
2

1
,
3
6
8

1
,
1
9
7

0
.
0
1
%

0
0

0
0

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
研

究
所

3
1
,
9
3
0

3
2
3

1
,
6
0
7

5
4
2

0
.
4
6
%

7
0

3
3

（
公

財
）

わ
か

や
ま

移
植

医
療

推
進

協
会

1
5
9

1
5
8

5
6

1
.
6
1
%

1
0

1
1

（
公

社
）

畜
産

協
会

わ
か

や
ま

1
1
9
9

7
2

1
2
7

3
0

1
.
6
8
%

2
0

1
1

（
公

財
）

わ
か

や
ま

産
業

振
興

財
団

5
1

1
1
,
4
8
5

1
0
,
5
3
7

9
4
8

8
9
1

5
.
7
1
%

5
4

0
5
1

5
1

（
公

財
）

和
歌

山
県

暴
力

団
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
2
9

9
3
2

1
8

9
1
4

8
1
0

3
.
6
0
%

3
3

0
2
9

2
9

ウ
ィ

ン
ナ

ッ
ク

（
株

）
5

6
6
7

6
0
7

6
0

8
0

5
.
6
3
%

3
0

5
5

和
海

森
林

組
合

4
1
4
6

4
3

1
0
3

4
2

9
.
5
3
%

1
0

0
4

4

テ
レ

ビ
和

歌
山

5
4

2
,
8
5
9

8
5
0

2
,
0
0
9

1
,
6
0
0

3
.
4
0
%

6
8

0
5
4

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

表
内

の
計

算
と

合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

和
歌
山
市
財
政
調
整
基
金

7
,
3
0
7

0
0

0
7
,
3
0
7

1
1
,
6
0
7

和
歌
山
市
減
債
基
金

1
,
5
8
9

0
0

0
1
,
5
8
9

1
,
5
8
9

み
ど
り
大
岩
基
金

1
0

0
0

0
1
0

1
0

市
有
建
物
災
害
復
旧
基
金

1
7
6

0
0

0
1
7
6

1
7
6

和
歌
山
市
障
害
者
福
祉
増
光
会
基
金

7
0

0
0

0
7
0

7
0

和
歌
山
市
老
人
福
祉
大
岩
基
金

1
0

0
0

0
1
0

1
0

和
歌
山
市
発
明
事
業
振
興
基
金

8
8

0
0

0
8
8

8
8

和
歌
山
市
が
ん
ば
れ
基
金

1
3
5

0
0

0
1
3
5

1
3
5

和
歌
山
市
国
際
交
流
基
金

3
6

0
0

0
3
6

3
6

和
歌
山
市
博
物
館
振
興
基
金

4
0

0
0

4
4

和
歌
山
市
い
き
が
い
基
金

1
0

0
0

1
1

和
歌
山
市
長
寿
社
会
福
祉
基
金

1
0
5

0
0

0
1
0
5

1
0
5

和
歌
山
市
社
会
福
祉
和
田
基
金

5
0

0
0

0
5
0

5
0

和
歌
山
市
史
跡
和
歌
山
城
整
備
基
金

4
9

0
0

0
4
9

4
9

和
歌
山
市
教
育
施
設
整
備
基
金

2
4
5

0
0

0
2
4
5

2
4
5

和
歌
山
市
真
舟
芸
術
振
興
基
金

1
9

0
0

0
1
9

1
9

和
歌
山
市
漁
業
集
落
排
水
事
業
減
債
基
金

9
0

0
0

0
9
0

9
0

和
歌
山
市
農
業
集
落
排
水
事
業
減
債
基
金

3
1

0
0

0
3
1

3
1

和
歌
山
市
貴
志
川
線
存
続
基
金

1
8

0
0

0
1
8

1
8

和
歌
山
市
川
端
龍
子
美
術
振
興
基
金

2
6

0
0

0
2
6

2
6

和
歌
山
市
未
来
の
ま
ち
づ
く
り
基
金

1
6
0

0
0

0
1
6
0

1
6
0

和
歌
山
市
奨
学
金
返
還
支
援
基
金

8
0

0
0

0
8
0

8
0

和
歌
山
市
市
民
会
館
整
備
基
金

2
9

0
0

0
2
9

2
9

合
計

1
0
,
3
2
9

0
0

0
1
0
,
3
2
9

1
5

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
納
引
当
金
計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
納
引
当
金
計
上
額

社
会
福
祉
資
金
貸
付
金

0
0

0
0

0

同
和
更
正
資
金
貸
付
金

0
0

0
0

0

進
学
奨
学
金
貸
付
金

1
0

0
0

1

農
林
漁
業
設
備
改
良
資
金
貸
付
金

1
0

0
0

1

同
和
産
業
構
造
改
善
事
業
資
金
貸
付
金

0
0

0
0

0

住
宅
改
修
資
金
貸
付
金

0
0

0
0

0

住
宅
新
築
資
金
貸
付
金

8
0

0
0

8

宅
地
取
得
資
金
貸
付
金

5
0

0
0

5

母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

8
6
2

0
0

0
8
6
2

合
計

8
7
7

0
0

0
8
7
7

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）
貸
付
金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
納
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
納
引
当
金
計
上
額

社
会
福
祉
資
金
貸
付
金

1
1

社
会
福
祉
資
金
貸
付
金

0
0

同
和
更
正
資
金
貸
付
金

0
0

同
和
更
正
資
金
貸
付
金

0
0

進
学
奨
学
金
貸
付
金

2
0

進
学
奨
学
金
貸
付
金

0
0

農
林
漁
業
設
備
改
良
資
金
貸
付
金

0
0

農
林
漁
業
設
備
改
良
資
金
貸
付
金

0
0

同
和
産
業
構
造
改
善
事
業
資
金
貸
付
金

4
0

0
同
和
産
業
構
造
改
善
事
業
資
金
貸
付
金

0
0

住
宅
改
修
資
金
貸
付
金

1
6
6

0
住
宅
改
修
資
金
貸
付
金

0
0

住
宅
新
築
資
金
貸
付
金

2
8
9

5
0

住
宅
新
築
資
金
貸
付
金

3
0

宅
地
取
得
資
金
貸
付
金

1
5
1

2
2

宅
地
取
得
資
金
貸
付
金

3
0

母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
7
0

1
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

2
3

0

小
計

8
1
9

7
4

小
計

2
9

0

市
民
税

3
5
3

8
7

市
民
税

1
8
6

0

固
定
資
産
税

4
6
1

1
2
3

固
定
資
産
税

1
8
3

0

軽
自
動
車
税

2
1

8
軽
自
動
車
税

2
1

0

都
市
計
画
税

7
2

1
9

都
市
計
画
税

3
1

0

事
業
所
税

1
6

3
事
業
所
税

7
0

負
担
金

1
9

7
負
担
金

2
0

使
用
料

3
0
8

9
5

使
用
料

3
4

0

手
数
料

0
0

手
数
料

0
0

県
負
担
金

0
0

県
負
担
金

1
0

財
産
収
入

6
0

財
産
収
入

2
0

諸
収
入

9
9
0

3
8
9

諸
収
入

9
2

0

小
計

2
,
2
4
7

7
3
0

小
計

5
5
9

0

合
計

3
,
0
6
6

8
0
4

合
計

5
8
8

0

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
小
計
・
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
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（
２
）
負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

う
ち
１
年
内
償
還
予
定

【
通
常
分
】

一
般
公
共
事
業

1
5
,
9
2
9

1
,
0
5
9

6
,
1
3
1

8
,
4
6
7

1
,
3
1
9

1
2

0

公
営
住
宅
建
設

4
,
8
9
6

3
5
2

3
,
8
4
7

2
7
2

7
7
0

7
0

災
害
復
旧

4
6
0

3
3

4
6
0

0
0

0
0

教
育
・
福
祉
施
設

2
0
,
5
6
1

1
,
4
2
1

1
5
,
9
9
6

2
,
5
1
4

1
,
2
6
9

5
8
3

2
0
0

一
般
単
独
事
業

3
5
,
4
3
7

4
,
0
7
0

2
,
2
7
5

1
8
,
6
2
1

5
,
8
7
3

7
,
1
9
8

1
,
4
7
1

そ
の
他

1
8
,
1
9
8

1
,
4
8
4

6
,
1
7
8

7
,
0
6
9

3
,
1
9
0

1
,
7
6
1

0

【
特
別
分
】

臨
時
財
政
対
策
債

6
6
,
7
4
2

4
,
9
1
7

2
5
,
7
2
6

3
8
,
7
0
5

1
,
7
9
3

5
1
8

0

減
税
補
て
ん
債

1
,
5
1
9

3
4
5

1
,
5
1
9

0
0

0
0

退
職
手
当
債

9
,
6
3
0

1
,
6
0
6

0
0

2
,
7
0
5

6
,
9
2
4

0

そ
の
他

3
,
8
1
6

5
5
0

9
4

0
4
9
9

0
3
,
2
2
3

合
計

1
7
7
,
1
8
8

1
5
,
8
3
8

6
2
,
2
2
5

7
5
,
6
4
8

1
7
,
4
1
8

1
7
,
0
0
3

4
,
8
9
4

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の
金
融
機
関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

地
方
債
残
高

１
．
５
％
以
下

１
．
５
％
超

２
．
０
％
以
下

２
．
０
％
超

２
．
５
％
以
下

２
．
５
％
超

３
．
０
％
以
下

３
．
０
％
超

３
．
５
％
以
下

３
．
５
％
超

４
．
０
％
以
下

４
．
０
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均
利
率

1
7
7
,
1
8
8

1
5
1
,
8
9
7

2
1
,
0
9
7

3
,
5
0
1

2
4
9

1
5
7

7
9

2
0
8

6
8
.
9
4
2
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

１
０
年
以
内

１
０
年
超

１
５
年
以
内

１
５
年
超

２
０
年
以
内

２
０
年
超

1
7
7
,
1
8
8

1
5
,
8
3
8

1
4
,
3
1
8

1
4
,
3
8
8

1
4
,
3
9
8

1
3
,
6
6
3

5
6
,
3
9
5

3
3
,
5
5
0

1
2
,
4
7
5

2
,
1
6
4

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
百
万
円
）

特
定
の
契
約
条
項
が
付

さ
れ
た
地
方
債
残
高

該
当
な
し

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

契
約
条
項
の
概
要
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⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

投
資
損
失
引
当
金

0
0

0
0

0

徴
収
不
納
引
当
金

8
7
4

1
2
7

1
6
0

3
7

8
0
4

退
職
手
当
引
当
金

1
9
,
9
9
5

4
2
6

1
,
6
7
4

0
1
8
,
7
4
7

賞
与
等
引
当
金

1
,
5
8
7

1
,
6
3
5

1
,
5
8
7

0
1
,
6
3
5

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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２
.行

政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

市
街
地
再
開
発
事
業
費
補
助
金

民
間
会
社

2,
74
6
市
街
地
再
開
発
事
業
等
を
行
う
事
業
者
に
対
す
る
補
助

認
定
こ
ど
も
園
等
整
備
事
業
費
補
助
金

社
会
福
祉
法
人
等

82
8
私
立
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
事
業
に
対
す
る
補
助

都
市
計
画
事
業
県
工
事
費
等
負
担
金

和
歌
山
県

43
8
県
施
行
の
都
市
計
画
事
業
等
に
係
る
負
担
金

大
学
誘
致
事
業
施
設
整
備
費
補
助
金

学
校
法
人

33
1
大
学
開
校
に
係
る
整
備
費
用
に
対
す
る
補
助

障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
設
置
促
進
事
業
補
助
金

社
会
福
祉
法
人
等

16
0
障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
設
置
促
進
事
業
に
対
す
る
補
助

そ
の
他

65
1

小
計

5,
15
4

住
宅
耐
震
改
修
補
助
金

民
間
（
個
人
）

13
8
耐
震
診
断
、
耐
震
改
修
等
に
か
か
る
補
助

私
立
保
育
所
特
別
運
営
交
付
金

社
会
福
祉
法
人
等

10
2
私
立
保
育
所
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
職
員
人
件
費
、
障
害
児

保
育
に
要
す
る
経
費
等
に
か
か
る
補
助
金

企
業
立
地
促
進
奨
励
金

民
間
会
社

91
和
歌
山
市
企
業
立
地
促
進
条
例
に
基
づ
く
奨
励
金
制
度

応
急
診
療
セ
ン
タ
ー
交
付
金

（
公
社
）
和
歌
山
市
夜
間
・
休
日
急
患
対
策

協
会

79
和
歌
山
市
夜
間
・
休
日
応
急
診
療
セ
ン
タ
ー
の
運
営
等
に
か
か
る
補
助
金

バ
ス
利
用
交
付
金

民
間
会
社

68
７
０
歳
以
上
の
方
に
バ
ス
カ
ー
ド
を
交
付
す
る
た
め
の
交
付
金

貴
志
川
線
設
備
整
備
費
補
助
金

和
歌
山
電
鐵
（
株
）

68
貴
志
川
線
に
対
す
る
設
備
整
備
費
に
か
か
る
補
助
金

社
会
福
祉
協
議
会
補
助
金

（
福
）
和
歌
山
市
社
会
福
祉
協
議
会

65
和
歌
山
市
社
会
福
祉
協
議
会
の
運
営
に
か
か
る
補
助
金

和
歌
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
負
担
金

和
歌
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

63
和
歌
山
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
の
運
営
に
か
か
る
補
助
金

中
小
企
業
勤
労
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
運
営
交
付
金

（
公
財
）
和
歌
山
市
中
小
企
業
勤
労
者
福
祉

サ
－
ビ
ス
セ
ン
タ
－

61
和
歌
山
市
中
小
企
業
勤
労
者
福
祉
サ
－
ビ
ス
セ
ン
タ
－
の
運
営
に
か
か
る

補
助
金

民
生
委
員
活
動
費
交
付
金

各
地
区
民
生
委
員
児
童
委
員
協
議
会

58
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
資
質
向
上
と
活
動
の
充
実

そ
の
他

9,
64
4

小
計

10
,4
38

合
計

15
,5
92

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
小
計
・
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

他
団
体
へ

の
公
共
施

設
等
整
備

補
助
金
等

そ
の
他
の

補
助
金
等
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３
.
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額
市

税
5
9
,
0
3
4

地
方

譲
与

税
8
1
6

利
子

割
交

付
金

1
5
7

配
当

割
交

付
金

2
7
6

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
2
3
0

地
方

消
費

税
交

付
金

6
,
8
2
8

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

1
6

自
動

車
取

得
税

交
付

金
2
0
2

地
方

特
例

交
付

金
3
0
7

地
方

交
付

税
1
0
,
9
6
4

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
4
8

分
担

金
及

び
負

担
金

7
1
1

寄
附

金
4
0
3

繰
入

金
0

小
計

7
9
,
9
9
2

国
庫

支
出

金
3
,
4
3
0

都
道

府
県

等
支

出
金

0
小

計
3
,
4
3
0

国
庫

支
出

金
2
9
,
2
4
2

都
道

府
県

等
支

出
金

1
0
,
0
1
7

小
計

3
9
,
2
5
9

合
計

1
2
2
,
6
8
1

一
般

会
計

繰
入

金
1
,
2
9
3

小
計

1
,
2
9
3

国
庫

支
出

金
0

都
道

府
県

等
支

出
金

0
小

計
0

国
庫

支
出

金
0

都
道

府
県

等
支

出
金

6
小

計
6

税
収

等
8
1
,
2
8
5

国
県

等
補

助
金

4
2
,
6
9
5

税
収

等
△

 
1
,
2
9
4

国
県

等
補

助
金

0
税

収
等

7
9
,
9
9
2

国
県

等
補

助
金

4
2
,
6
9
5

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

小
計

・
合

計
が

合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

特
別

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

単
純

合
計

相
殺

消
去

合
計

一
般

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金
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４
.
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

2
,
2
8
5

歳
計
外
現
金

1
,
0
3
3

合
計

3
,
3
1
8

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
合
計
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
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３．全体会計財務書類 



【様式第1号】

自治体名：和歌山市

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 704,346   固定負債 411,172

    有形固定資産 669,841     地方債等 307,161

      事業用資産 178,400     長期未払金 -

        土地 87,538     退職手当引当金 20,302

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 83,709

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 41,282

        建物 270,684     １年内償還予定地方債等 28,713

        建物減価償却累計額 △ 187,644     未払金 3,873

        建物減損損失累計額 -     未払費用 7

        工作物 9,348     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 4,957     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 1,876

        船舶 -     預り金 1,291

        船舶減価償却累計額 -     その他 5,522

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 452,453

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 713,242

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 435,331

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,430

      インフラ資産 465,637

        土地 64,912

        土地減損損失累計額 -

        建物 18,314

        建物減価償却累計額 △ 8,815

        建物減損損失累計額 -

        工作物 638,502

        工作物減価償却累計額 △ 264,517

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 17,241

      物品 45,180

      物品減価償却累計額 △ 19,377

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 25,416

      ソフトウェア 10

      その他 25,406

    投資その他の資産 9,089

      投資及び出資金 1,105

        有価証券 66

        出資金 1,039

        その他 -

      長期延滞債権 4,805

      長期貸付金 877

      基金 3,589

        減債基金 -

        その他 3,589

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 1,287

  流動資産 26,018

    現金預金 12,805

    未収金 3,111

    短期貸付金 -

    基金 8,896

      財政調整基金 7,307

      減債基金 1,589

    棚卸資産 67

    その他 1,147

    徴収不能引当金 △ 7

  繰延資産 - 純資産合計 277,910

資産合計 730,364 負債及び純資産合計 730,364

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：和歌山市

会計：全体会計 （単位：百万円）

    資産売却益 33

    その他 84

純行政コスト 200,390

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 91

  臨時利益 117

  臨時損失 1,044

    災害復旧事業費 471

    資産除売却損 482

    使用料及び手数料 13,970

    その他 2,515

純経常行政コスト 199,463

      社会保障給付 44,376

      その他 558

  経常収益 16,486

        その他 2,369

    移転費用 134,401

      補助金等 89,477

      その他の業務費用 6,811

        支払利息 4,134

        徴収不能引当金繰入額 308

        維持補修費 2,051

        減価償却費 23,325

        その他 -

        その他 2,403

      物件費等 48,289

        物件費 22,914

        職員給与費 21,696

        賞与等引当金繰入額 1,823

        退職手当引当金繰入額 527

  経常費用 215,949

    業務費用 81,548

      人件費 26,448

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：和歌山市

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 282,400 722,934 △ 440,534 -

  純行政コスト（△） △ 200,390 △ 200,390 -

  財源 195,336 195,336 -

    税収等 108,323 108,323 -

    国県等補助金 87,013 87,013 -

  本年度差額 △ 5,054 △ 5,054 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 9,537 9,537

    有形固定資産等の増加 20,136 △ 20,136

    有形固定資産等の減少 △ 26,850 26,850

    貸付金・基金等の増加 1,547 △ 1,547

    貸付金・基金等の減少 △ 4,369 4,369

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 568 568

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 △ 4 △ 723 719

  本年度純資産変動額 △ 4,490 △ 9,692 5,202 -

本年度末純資産残高 277,910 713,242 △ 435,331 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：和歌山市

会計：全体会計 （単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 986

本年度歳計外現金増減額 48

本年度末歳計外現金残高 1,033

本年度末現金預金残高 12,805

財務活動収支 △ 5,620

本年度資金収支額 △ 696

前年度末資金残高 12,467

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 11,771

    地方債等償還支出 27,806

    その他の支出 8,748

  財務活動収入 30,933

    地方債等発行収入 25,412

    その他の収入 5,521

    資産売却収入 131

    その他の収入 0

投資活動収支 △ 8,656

【財務活動収支】

  財務活動支出 36,553

    その他の支出 -

  投資活動収入 11,476

    国県等補助金収入 5,643

    基金取崩収入 4,633

    貸付金元金回収収入 1,069

  投資活動支出 20,132

    公共施設等整備費支出 17,847

    基金積立金支出 1,297

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 988

    災害復旧事業費支出 471

    その他の支出 91

  臨時収入 87

業務活動収支 13,580

【投資活動収支】

    税収等収入 108,100

    国県等補助金収入 81,653

    使用料及び手数料収入 14,908

    その他の収入 2,437

  臨時支出 562

    移転費用支出 134,401

      補助金等支出 89,477

      社会保障給付支出 44,376

      その他の支出 558

  業務収入 207,098

    業務費用支出 58,641

      人件費支出 27,645

      物件費等支出 24,665

      支払利息支出 4,134

      その他の支出 2,197

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 193,042
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全体会計財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

なお、一部の公営事業会計においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）全体会計資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 
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該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理事業特別会計 

住宅改修資金貸付事業特別会計 

住宅新築資金貸付事業特別会計 

宅地取得資金貸付事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

街路用地先行取得事業特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

駐車場管理事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

卸売市場事業特別会計 

土地造成事業特別会計 

漁業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

水道事業会計 

工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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４．連結会計財務書類 



【様式第1号】

自治体名：和歌山市

会計：連結会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 706,457   固定負債 411,656

    有形固定資産 670,019     地方債等 307,161

      事業用資産 178,517     長期未払金 -

        土地 87,595     退職手当引当金 20,786

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 83,709

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 42,267

        建物 270,794     １年内償還予定地方債等 28,743

        建物減価償却累計額 △ 187,698     未払金 4,815

        建物減損損失累計額 -     未払費用 7

        工作物 9,360     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 4,965     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 1,885

        船舶 -     預り金 1,294

        船舶減価償却累計額 -     その他 5,522

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 453,923

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 715,487

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 435,507

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,430

      インフラ資産 465,637

        土地 64,912

        土地減損損失累計額 -

        建物 18,314

        建物減価償却累計額 △ 8,815

        建物減損損失累計額 -

        工作物 638,502

        工作物減価償却累計額 △ 264,517

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 17,241

      物品 45,337

      物品減価償却累計額 △ 19,472

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 25,418

      ソフトウェア 12

      その他 25,406

    投資その他の資産 11,020

      投資及び出資金 1,276

        有価証券 296

        出資金 980

        その他 -

      長期延滞債権 4,865

      長期貸付金 879

      基金 5,261

        減債基金 -

        その他 5,261

      その他 26

      徴収不能引当金 △ 1,287

  流動資産 27,446

    現金預金 14,048

    未収金 3,158

    短期貸付金 -

    基金 9,029

      財政調整基金 7,440

      減債基金 1,589

    棚卸資産 68

    その他 1,150

    徴収不能引当金 △ 7

  繰延資産 - 純資産合計 279,980

資産合計 733,903 負債及び純資産合計 733,903

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：和歌山市

会計：連結会計 （単位：百万円）

    資産売却益 33

    その他 85

純行政コスト 242,426

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 91

  臨時利益 118

  臨時損失 1,059

    災害復旧事業費 471

    資産除売却損 497

    使用料及び手数料 13,970

    その他 3,293

純経常行政コスト 241,484

      社会保障給付 94,777

      その他 629

  経常収益 17,263

        その他 2,534

    移転費用 175,862

      補助金等 80,466

      その他の業務費用 6,976

        支払利息 4,134

        徴収不能引当金繰入額 308

        維持補修費 2,086

        減価償却費 23,339

        その他 -

        その他 2,639

      物件費等 48,099

        物件費 22,674

        職員給与費 22,792

        賞与等引当金繰入額 1,827

        退職手当引当金繰入額 553

  経常費用 258,748

    業務費用 82,886

      人件費 27,811

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：和歌山市

会計：連結会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 284,508 725,190 △ 440,682 -

  純行政コスト（△） △ 242,426 △ 242,426 -

  財源 237,310 237,310 -

    税収等 128,440 128,440 -

    国県等補助金 108,870 108,870 -

  本年度差額 △ 5,115 △ 5,115 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 9,573 9,573

    有形固定資産等の増加 20,187 △ 20,187

    有形固定資産等の減少 △ 26,878 26,878

    貸付金・基金等の増加 1,619 △ 1,619

    貸付金・基金等の減少 △ 4,500 4,500

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 583 583

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 5 4 0 -

  その他 0 △ 718 718

  本年度純資産変動額 △ 4,528 △ 9,704 5,176 -

本年度末純資産残高 279,980 715,487 △ 435,507 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：和歌山市

会計：連結会計 （単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 987

本年度歳計外現金増減額 49

本年度末歳計外現金残高 1,036

本年度末現金預金残高 14,048

財務活動収支 △ 5,634

本年度資金収支額 △ 620

前年度末資金残高 13,633

比例連結割合変更に伴う差額 △ 2

本年度末資金残高 13,011

    地方債等償還支出 27,806

    その他の支出 8,761

  財務活動収入 30,933

    地方債等発行収入 25,412

    その他の収入 5,521

    資産売却収入 131

    その他の収入 0

投資活動収支 △ 8,671

【財務活動収支】

  財務活動支出 36,567

    その他の支出 -

  投資活動収入 11,602

    国県等補助金収入 5,645

    基金取崩収入 4,755

    貸付金元金回収収入 1,070

  投資活動支出 20,272

    公共施設等整備費支出 17,899

    基金積立金支出 1,386

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 988

    災害復旧事業費支出 471

    その他の支出 91

  臨時収入 87

業務活動収支 13,685

【投資活動収支】

    税収等収入 128,541

    国県等補助金収入 104,134

    使用料及び手数料収入 14,908

    その他の収入 3,214

  臨時支出 562

    移転費用支出 175,798

      補助金等支出 80,403

      社会保障給付支出 94,776

      その他の支出 629

  業務収入 250,798

    業務費用支出 60,840

      人件費支出 29,091

      物件費等支出 24,427

      支払利息支出 4,134

      その他の支出 3,188

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 236,637
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連結会計財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

なお、一部の連結対象団体（会計）においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

なお、一部の連結対象団体（会計）においては、定率法としています。 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）連結会計資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 
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４ 偶発債務 

該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 連結会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

団体（会計）名 比例連結割合 連結方法 

一般会計   

特別会計   

土地区画整理事業特別会計  全部連結 

住宅改修資金貸付事業特別会計  全部連結 

住宅新築資金貸付事業特別会計  全部連結 

宅地取得資金貸付事業特別会計  全部連結 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計  全部連結 

街路用地先行取得事業特別会計  全部連結 

公営事業会計   

国民健康保険事業特別会計  全部連結 

駐車場管理事業特別会計  全部連結 

介護保険事業特別会計  全部連結 

後期高齢者医療特別会計  全部連結 

卸売市場事業特別会計  全部連結 

土地造成事業特別会計  全部連結 

漁業集落排水事業特別会計  全部連結 

農業集落排水事業特別会計  全部連結 

水道事業会計  全部連結 

工業用水道事業会計  全部連結 

下水道事業会計  全部連結 

一部事務組合・広域連合・第三セクター等   

和歌山県後期高齢者医療広域連合一般会計 32.96% 比例連結 

和歌山県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計 35.81% 比例連結 

和歌山地方税回収機構 37.90% 比例連結 

和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 19.304% 比例連結 

公益財団法人和歌山市文化スポーツ振興財団  全部連結 

公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター一般会計  全部連結 

公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター特別会計  全部連結 

和歌山市清掃株式会社 
 

全部連結 

公益財団法人和歌山地域地場産業振興センター 33.30% 比例連結 

株式会社ぶらくり 25.21% 比例連結 
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公益社団法人和歌山市夜間・休日急患対策協会  全部連結 

一般社団法人和歌山市観光協会  全部連結 

公益社団法人和歌山市シルバー人材センター  全部連結 

社会福祉法人和歌山市社会福祉協議会  全部連結 

 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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